
（おもて）

平成30年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

不法投棄監視員による年間パトロール回数

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 029700 重点施策 該当なし

事務事業名 不法投棄対策事業 所属名 市民生活部環境局　廃棄物対策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成17年度　～　全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり 廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律

施策 4204 環境保全活動の推進

事業分類区分 その他

　 0 0 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

不法投棄監視員による全市域の不法投棄監視体制

意図
（どのような状態
にするために）

不法投棄への対策を講じ、不法投棄を未然に防止する

手段
（どうするのか）

多発する地帯に防止看板及び監視カメラを設置し、啓発を行う。 
未然防止を目途に、全市域の不法投棄監視員によるパトロール等の監視体制の強化を図る。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 不法投棄監視費 予算事業コード 01-04-02-02-06-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

湖山池中央部のＣＯＤ 5.5ｍｇ 5.5ｍｇ

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①全市域（６１地区） 
に監視員を設置 
②不法投棄監視員の配 
置

①全市域（６１地区） 
に監視員を設置 
②不法投棄監視員の配 
置

①全市域（６１地区） 
に監視員を設置 
②不法投棄監視員の配 
置

①全市域（６１地区） 
に監視員を設置 
②不法投棄監視員の配 
置

①全市域（６１地区） 
に監視員を設置 
②不法投棄監視員の配 
置

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①全市域　 
　６１地区に設置 
②不法投棄監視員体制 
　３５６名

①全市域　 
　６１地区に設置 
②不法投棄監視員体制 
　３５６名

①全市域　 
　６１地区に設置 
②不法投棄監視員体制 
　３５３名

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 1,792 2,419 1,652 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 9,011 9,738 8,895 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 37 0 0 0

その他 1,754 2,419 1,652

人件費　Ｂ 7,219 7,319 7,243 0 0

0 0

一般財源 1 0 0 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

不法投棄監視員によるパトロール回数

回数
目標 2300 2300 2300 2300 2300

実績 2335 2373 2746 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成30年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

■ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】管理係 0857-30-8091

【１０次総の施策体系】4204

【予算上の経過】
　当初予算

【事業の概要】
　不法投棄を未然に防止するため、平成１７年１０月から不法投棄監視員を設置し、監視
体制を強化した。
　また、不法投棄対策として、不法投棄が多発する地帯に防止看板・監視カメラ等を設置
している。

【事業の成果】
　　　　　　　　（看板設置数）　（不法投棄監視員）　（監視カメラ設置数）
　平成２８年度　　　２５枚　　　６１地区　３５６名　　　　２４台
　平成２９年度　　　２３枚　　　６１地区　３５６名　　　　２９台
　平成３０年度　　　２１枚　　　６１地区　３５３名　　　　２９台

【今後の課題・方向性】
　不法投棄を減らすことは、市の大きな課題である。地域を熟知し、不法投棄を監視し通
報・対応する不法投棄監視員は、不法投棄を減少させるために必要不可欠であり、監視員
の取組みにより、不法投棄での対応件数や処理量は減少傾向にある。
　今後も引き続き本制度を継続し、住民との協働での不法投棄の防止や発見及び迅速な処
理等の対応に努めていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
不法投棄監視員によるパトロール回数

102% 103% 119%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよ
うな進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

今後も本制度を継続し、住民との協働で不法投棄の防止及び迅速な処理対応に努めていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

平成30年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

ポイ捨て等防止啓発ポスターの市民等への配布数

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 029800 重点施策 該当なし

事務事業名 ポイ捨て・歩行喫煙防止事業 所属名 市民生活部環境局　生活環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成20年度　～　全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり 鳥取市快適な生活環境の確保
に関する条例

施策 4204 環境保全活動の推進

事業分類区分 ソフト(任意)

　 0 0 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

何人も

意図
（どのような状態
にするために）

公共の場所においてポイ捨てをしない

手段
（どうするのか）

モラルの向上対策を行う。

会計区分 　

予算 予算事業名 　 予算事業コード                  

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

湖山池中央部のＣＯＤ 5.5ｍｇ 5.5ｍｇ

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①啓発ポスターの配布 
②路上マークの設置

①啓発ポスターの配布 ①啓発ポスターの配布 ①啓発ポスターの配布 ①啓発ポスターの配布

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①啓発ポスターの配布 
　　５０件 
②路上マークの設置 
　　　０件 
（交換対象の物件が発 
生しなかった）

①啓発ポスターの配布 
　　８０件 

①啓発ポスターの配布 
　　６０件

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 7,219 7,319 7,243 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 7,219 7,319 7,243 0 0

0 0

一般財源 0 0 0 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

啓発ポスターの配布件数

枚
目標 100 100 100 100 100

実績 50 80 60 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成30年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

■ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】生活衛生係 0857-30-8083

【１０次総の施策体系】4204

【予算上の経過】
　なし

【事業の概要】
　「鳥取市快適な生活環境の確保に関する条例」に基づき、公共の場所においるポイ捨て
を防止するため、モラル向上対策を行う。

【事業の成果】
　モラル向上の対策として、希望者に啓発ポスターを配布。

【今後の課題・方向性】
　引き続き事業を実施し、市民に対して啓発を行う。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
啓発ポスターの配布件数

50% 80% 60%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよ
うな進捗状況となったか。

事業の成果
市民への啓発不足等が要因と考えられる。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

引き続き事業を実施し、市民に対して啓発を行う。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

平成30年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

湖山池周辺の下水道未普及地域への台所用ろ過袋購入助成の数

市民との情報共有の場である湖山池プレミアムサロンの開催数

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 030000 重点施策 該当なし

事務事業名 湖山池浄化対策事業 所属名 市民生活部環境局　生活環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり なし

施策 4204 環境保全活動の推進

事業分類区分 ソフト(任意)

　 0 0 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

湖山池

意図
（どのような状態
にするために）

市民が健康で快適な生活を営めるようにするため、市民・事業所・行政が一体となって湖山池の浄化を進め、生 
活環境の保全に努める。

手段
（どうするのか）

鳥取県と共同で湖山池の水環境の創造に向けて、｢湖山池会議」を設置し、望ましい姿である「湖山池将来ビジ 
ョン」を策定するとともに、「第Ⅲ期水質管理計画」を策定し、管理計画に基づいて水質浄化事業を進めていく 
。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 湖山池浄化対策費 予算事業コード 01-04-01-06-03-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

湖山池中央部のＣＯＤ 5.5ｍｇ 5.5ｍｇ

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①湖山池の巡視 
②アダプトの実施 
③推進委員会の開催 
④台所用ろ過袋購入助 
成

①湖山池の巡視 
②アダプトの実施 
③推進委員会の開催 
④台所用ろ過袋購入助 
成

①湖山池の巡視 
②プレミアムサロンの開催
③アダプトの実施
④推進委員会の開催

①湖山池の巡視 
②プレミアムサロンの開催
③アダプトの実施

①湖山池の巡視 
②プレミアムサロンの開催
③アダプトの実施

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①湖山池の巡視 
　　　３０回 
②アダプトの実施 
　　　２３回 
③推進委員会の開催 
　　　　１回 
④台所用ろ過袋購入助 
成　１０５件

①湖山池の巡視 
　　　３０回 
②アダプトの実施 
　　　１０回 
③推進委員会の開催 
　　　　１回 
④台所用ろ過袋購入助 
成　　１４件

①湖山池の巡視 
　　　３０回 
②湖山池プレミアムサロンの開
催
　　　２回 
③アダプトの実施
　　　　１６回
④推進委員会の開催
　　　　１回

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 3,018 3,024 2,460 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 10,237 10,343 9,703 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 152 293 60 0

その他 98 20 0

人件費　Ｂ 7,219 7,319 7,243 0 0

0 0

一般財源 2,768 2,711 2,400 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

湖山池水質浄化のためのろ過袋購入助成の数

袋
目標 120 70 0 0 0

実績 105 14 0 0 0

1 1

実績 0 0 2 0 0

（指標の説明）
湖山池プレミアムサロンの開催数

回
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 1

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成30年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

■ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

■ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

問合せ先】環境保全係 0857-30-8084

【１０次総の施策体系】4204

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２２９（環０２４）

【事業の概要】
　１ 湖山池に巡視員を設置し、水質の監視を行う。
　２ 塩分濃度変化のモニタリングを行い、対策・効果を評価する際の基礎資料とする。
　３ 湖山池プレミアムサロンを開催し、市民と情報共有を図る。
　４ 湖山池の状況（水質、環境、事業等）を市民へ情報提供する。
　５ 湖山池アダプトプログラムによる清掃活動実施、市民と湖山池の環境保全を図る。

【事業の成果】
　①巡視員によるパトロール
　②湖山池の取組みを市民と情報の共有及び意見を参考にするプレミアムサロンを開催
　③高塩分化に伴う各種環境モニタリングの実施
　④モニタリング結果の意見、助言をいただくモニタリング委員会の開催
　⑤アダプトプログラム制度導入による湖山池の環境保全の推進
　　平成２８年度　　３，０１８千円
　　平成２９年度　　３，０２３千円
　　平成３０年度　　２，４６０千円

【今後の課題・方向性】
　湖山池浄化の取組みは重要施策であり、今後とも市民との協働により事業を実施する。
　

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
湖山池水質浄化のためのろ過袋購入助成の数

88% 20%

2
湖山池プレミアムサロンの開催数

200%

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より

当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう

な進捗状況となったか。

事業の成果
台所用ろ過袋購入助成は、下水道普及率の向上に伴い一定の役割を果た
したため平成２９年度で終了した。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より

「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未

満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、

「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に

下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

湖山池浄化及び環境保全の取り組みは重要施策であり、今後とも市民との協働により事業を実施していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

平成30年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

0

（指標の説明）

0 5

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
直接譲渡の頭数を5頭以上とする。

頭
目標 0

3

　

　
目標 0

47 0 0

5 5

実績 0 0 8 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

処分頭数を100頭以下とする。

頭
目標 0 0 100 100 100

実績 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 3.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 4.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 0 0 28,972 0 0

0 0

一般財源 0 0 9,079 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 88 0

その他 0 0 3,106

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 12,273 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 41,245 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①動物愛護の推進 
　・適正飼養の推進 
　・譲渡・返還の推進 
 
②動物取扱業を対象と 
した適正飼養の推進

①動物愛護の推進 
　・適正飼養の推進 
　・譲渡・返還の推進 
　・譲渡会事業の定着 
化 

①動物愛護の推進 
　・適正飼養の推進 
　・譲渡・返還の推進 
　・譲渡会事業の推進 

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①県東部の保健所とし 
て初めて直営の譲渡会 
を実施 
 
②動物取扱事業者を対 
象とした研修会の実施

　 　

対象
（何を、誰を）

人と動物

意図
（どのような状態
にするために）

「人と動物とが共生する社会の実現」を目指して動物愛護の推進を行う

手段
（どうするのか）

①適正飼養の推進 
②譲渡・返還の推進 
③譲渡会事業の定着化

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 動物愛護管理推進事業費 予算事業コード 01-04-01-04-05-03

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

湖山池中央部のＣＯＤ 5.5ｍｇ 5.5ｍｇ

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

狂犬病予防法、動物の愛護及
び管理に関する法律、鳥取市動
物の愛護及び管理に関する条
例

施策 4204 環境保全活動の推進

事業分類区分 ソフト(義務)

　 0 0 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 037900 重点施策 該当なし

事務事業名 動物愛護管理推進事業 所属名 健康こども部鳥取市保健所　生活安全課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり



（うら）

５．平成30年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

中核市移行に伴い鳥取県から引継いだ動物愛護に関係する事業を円滑に対応するとともに、新たな事業として県東部の保健所として初めて
直接譲渡会を実施するなど、事業を円滑に遂行することができた。
【今後の方針等】
令和元年に改正された動物愛護法改正に伴う諸事業の見直しに取組む。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよ
うな進捗状況となったか。

事業の成果
①犬猫の殺処分頭数を１００頭以下にすることができた。②直接譲渡の目標
頭数をクリアすることができた。③県東部の保健所として初めて譲渡会を実
施することができた。６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より

「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
①県から引継いだ業務を円滑に遂行することができた。②生活環境から引
継ぐ事業の準備も順調に進められることができた。

2
直接譲渡の頭数を5頭以上とする。

160%

3
　

153%

事務事業の実施概要

【問合せ先】動物愛護係 0857-20-3676

【１０次総の施策体系】4204

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２２０（環００６）

【事業の概要】
　人と動物の共生する社会の実現を図るため、動物の適正飼養についての普及啓発、動物
取扱業・特定動物飼養者への指導を行うほか、負傷動物等の収容・管理、収容動物の譲渡
促進を行う。
【事業の成果】
　○鳥取県東部の保健所としては初となる犬猫譲渡会をするなど、収容動物の譲渡促進を
　　図った。
　　　アミティエへの譲渡（犬　５頭、猫　１１頭）
　　　譲渡ボランティアへの譲渡（犬　３頭、猫　２５頭）
　　　犬猫譲渡会（犬　１頭、猫　１頭）
　○動物取扱業責任者研修を実施し、動物取扱業者の資質向上を図った。
　○動物愛護週間（９月２０日～２６日）に合わせ、鳥取市立図書館において、動物愛護
　　関係図書コーナーを設置し、適正飼養啓発パネルを展示するなど、市民の動物愛護精
　　神の向上を図った。
【今後の課題・方向性】
　動物の適正飼養の推進により、引取りなどによる収容頭数の減少を図ると同時に、収容
動物の譲渡をより一層推進する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
処分頭数を100頭以下とする。



（おもて）

平成30年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

廃棄物適正処理推進指導員による巡回回数

合同パトロール実施回数

夜間パトロール実施回数

0

（指標の説明）

0 15

2

（指標の説明）

198 198 198

実績 0 0 198 0 0

（指標の説明）
合同パトロールでの確認箇所数

箇所
目標 0

3

夜間パトロールでの確認箇所数

箇所
目標 0

202 0 0

15 15

実績 0 0 15 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

廃棄物適正処理推進指導員による巡回回数

回
目標 0 0 194 194 194

実績 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 0 0 9,289 0 0

0 0

一般財源 0 0 846 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 2,691

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 3,537 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 12,826 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①廃棄物適正処理推進 
指導員の巡回による監 
視 
②連絡協議会及び合同 
パトロールの実施 
③不法投棄対策夜間パ 
トロールの実施

①廃棄物適正処理推進 
指導員の巡回による監 
視 
②連絡協議会及び合同 
パトロールの実施 
③不法投棄対策夜間パ 
トロールの実施

①廃棄物適正処理推進 
指導員の巡回による監 
視 
②連絡協議会及び合同 
パトロールの実施 
③不法投棄対策夜間パ 
トロールの実施

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①202回実施 
②連絡協議会：2回実 
施、合同パトロール： 
15箇所実施 
③198箇所

　 　

対象
（何を、誰を）

鳥取県東部地域（鳥取市、岩美町、若桜町、八頭町及び智頭町）

意図
（どのような状態
にするために）

不法投棄事案及び廃棄物不適正処理事案の発生を未然防止する。 
また、拡大・再発を防止するため、事案の早期発見に努める。

手段
（どうするのか）

廃棄物適正処理推進指導員の巡回による監視。 
不法投棄多発地帯への監視カメラ及び無人警報装置の設置。 
関係機関を構成員とした連絡協議会の開催、関係機関と合同でのパトロール実施。 
不法投棄対策夜間パトロールの実施（警備会社への業務委託）。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 廃棄物不法投棄対策強化事業費 予算事業コード 01-04-01-05-19-02

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

湖山池中央部のＣＯＤ 5.5ｍｇ 5.5ｍｇ

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律

施策 4204 環境保全活動の推進

事業分類区分 ソフト(任意)

　 0 0 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 038000 重点施策 該当なし

事務事業名 廃棄物不法投棄対策強化事業 所属名 市民生活部環境局　廃棄物対策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成30年度　～　全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり



（うら）

５．平成30年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

　今後も引き続き取り組みを継続し、不法投棄事案及び廃棄物不適正処理事案の未然防止に努める。
また、日頃から事案の早期発見に努めるとともに、発生時には拡大・再発防止のため初期対応を迅速に行う。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよ
うな進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

2
合同パトロールでの確認箇所数

100%

3
夜間パトロールでの確認箇所数

100%

104%

事務事業の実施概要

【問合せ先】指導係 0857-30-8092

【10次総の施策体系】4204

【予算計上の経過】予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２２３（環０１１）

【事業の概要】
　不法投棄事案及び廃棄物不適正処理事案の監視・指導のための人員配置や監視カメラ・
警報装置の設置、自治体・警察などの関係機関との情報共有や合同での活動を行うことに
より、不法投棄等の事案の未然防止及び早期解決を図る。

【事業の成果】
①廃棄物適正処理推進指導員による巡回回数　202回
②合同パトロールでの確認箇所　15箇所（3箇所/回×5回）
③夜間パトロールでの確認箇所　198箇所（33地域×6回）

【今後の方向性】
　近年、不法投棄発見件数は緩やかな減少傾向にあるが、依然として高水準で推移してい
る。引き続き昼夜のパトロール活動、監視カメラ等の設置により、不法投棄の未然防止、
拡大防止を図るとともに、連絡協議会の開催、合同でのパトロール実施により関係機関と
の連携を強化し、不法投棄等の事案を発生させない環境づくりの実現に取り組む。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
廃棄物適正処理推進指導員による巡回回数



（おもて）

平成30年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

目標値：前年度末時点で処分が必要な機器の台数。実績値：前年度中に処分された台数。

目標値：前年度末時点で処分が必要な機器の台数。実績値：前年度中に処分された台数。

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 038100 重点施策 該当なし

事務事業名 ＰＣＢ廃棄物処理対策推進事業 所属名 市民生活部環境局　廃棄物対策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成30年度　～　全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適
正な処理の推進に関する特別
措置法

施策 4204 環境保全活動の推進

事業分類区分 ソフト(義務)

　 0 0 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

市内及び東部四町のPCB廃棄物等保管使用事業者

意図
（どのような状態
にするために）

PCB廃棄物等の適正保管及び期限内処理の指導を行い、確実かつ適正な処理の推進を図り、もって市民及び町民
の健康の保護及び生活環境の保全を図ることを目的とする。

手段
（どうするのか）

中小企業者等が保有する低濃度PCB汚染機器の処理経費に対して補助金を交付することにより早期処理推進を図 
る（平成30年度）。 
PCB特措法に基づき、未把握PCB廃棄物等の掘り起こし、PCB廃棄物等に係る届出の受理、PCB廃棄物等の適正保管
及 び早期処理の指導、また、それらの徹底のための立入検査を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 ＰＣＢ廃棄物処理対策推進事業費 予算事業コード 01-04-01-05-19-06

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

湖山池中央部のＣＯＤ 5.5ｍｇ 5.5ｍｇ

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①低濃度PCB汚染機器 
処理経費補助 
②PCB廃棄物等関係届出受理 
③PCB廃棄物等保管使用業者
への立 入検査

①高濃度PCB含有安定 
器の掘り起こし調査 
②PCB廃棄物等関係届出受理 
③PCB廃棄物等保管使用事業
者 
への立入検査

①PCB廃棄物等保管使用事業
者 
への立入検査

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①低濃度PCB汚染機器 
処理経費補助 
　14事業者34台 
②PCB廃棄物等保管処分状況
届 
出　118件 
③PCB廃棄物等保管使用事業
者 
への立入検査 
　延べ107件

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 2,009 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 9,252 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 1,004 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 0 0 7,243 0 0

0 0

一般財源 0 0 1,005 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

高濃度PCB廃棄物等の処分台数（汚染物除く）

台
目標 0 0 339 315 315

実績 0 0 24 0 0

204 204

実績 0 0 78 0 0

（指標の説明）
低濃度PCB廃棄物等の処分台数（汚染物除く）

台
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 282

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成30年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

■ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

■ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 ■ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】指導係 0857-30-8092

【10次総の施策体系】4204

【予算計上の経過】予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２２４（環０１４）

【事業の概要】
①低濃度PCB汚染機器の処理経費補助（平成30年度）
　（中小企業者等が保有する低濃度PCB汚染機器の処理経費の1/2を補助）
　人体に有害なPCB廃棄物等を早期・適正に処理するため、漏れのない確実な期限内処理に
向けて以下の事務を実施する。
②未把握のPCB廃棄物の掘り起こし
③PCB廃棄物等に係る保管等の届出の受理
④PCB廃棄物等適正保管・早期処理の普及啓発
⑤保管使用事業者への立入検査

【事業の成果】
①低濃度PCB廃棄物の処理経費補助
　14事業者、34台
②PCB廃棄物等関係届出受理
　118件
③PCB廃棄物等保管使用業者への立入検査
　延べ107件

【今後の方向性】
　PCB廃棄物等は処理期限が定められているため、期限内処理に向け、PCB廃棄物等保管使
用事業者に対する指導等を引き続き行っていく。
　また、期限内の適正処理推進のため、令和3年3月末が処理期限となっている高濃度PCB
含有安定器について掘り起こし調査を実施し、未把握のPCB廃棄物等保管使用事業者の把握
に努める

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
高濃度PCB廃棄物等の処分台数（汚染物除く）

7%

2
低濃度PCB廃棄物等の処分台数（汚染物除く）

28%

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよ
うな進捗状況となったか。

事業の成果
PCB廃棄物等の新規把握状況等により達成率が大きく左右されるため、計
画達成率は50％未満だが処理が遅れているわけではない。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
計画達成に向けて処理が遅れている案件は無い。

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

○PCB廃棄物等は処理期限が定められているため、期限内処理に向け、PCB廃棄物等保管使用事業者に対する指導等を引き続き行っていくこ
とが重要。
○掘り起こし調査を実施し、未把握のPCB廃棄物等保管使用事業者の把握に努めることは自治体の義務であり、事務作業が遅れることなく
進めていかなければならない。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

平成30年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 038200 重点施策 該当なし

事務事業名 水質・土壌対策事業 所属名 市民生活部環境局　生活環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり 水質汚濁防止法、土壌汚染対
策法等

施策 4204 環境保全活動の推進

事業分類区分 ソフト(任意)

　 0 0 運営方法 外部委託

対象
（何を、誰を）

市民

意図
（どのような状態
にするために）

健康保護及び生活環境を保全するため

手段
（どうするのか）

公共用水域の常時監視等を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 水質・土壌対策費 予算事業コード 01-04-01-06-02-02

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

湖山池中央部のＣＯＤ 5.5ｍｇ 5.5ｍｇ

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①公共用水域の常時監 
視 
②事業場への立入

①公共用水域の常時監視
②事業場への立入

①公共用水域の常時監視
②事業場への立入

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①公共用水域の常時監 
視 
②事業場への立入件数 
　　１０件

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 20,371 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 26,165 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 0 0 5,794 0 0

0 0

一般財源 0 0 20,371 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 0.80

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

水質汚濁防止法第２２条に基づく事業場立入件数

件
目標 0 0 10 15 15

実績 0 0 10 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成30年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084

【１０次総の施策体系】4204

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２２６（環０１７）

【事業の概要】
　市域の水質汚濁防止法・土壌汚染対策防止法等に基づく事務を行う。

【事業の成果】
　河川、湖沼及び地下水等の水質汚濁防止のため、公共用水域の常時監視・事業場の立入
検査を実施した。
　土壌汚染の状況を把握し、土壌汚染による健康被害の防止に努めた。

【今後の課題・方向性】
　今後とも法令等に基づき、市民の快適な生活を保持する取り組みを進めていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
水質汚濁防止法第２２条に基づく事業場立入件数

100%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよ
うな進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

今後とも法令等に基づき、市民の快適な生活を保持する取り組みを進めていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

平成30年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 038201 重点施策 該当なし

事務事業名 水質・土壌対策事業（東部四町） 所属名 市民生活部環境局　生活環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成30年度　～　全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり 水質汚濁防止法、土壌汚染対
策法等

施策 4204 環境保全活動の推進

事業分類区分 ソフト(義務)

　 0 0 運営方法 外部委託

対象
（何を、誰を）

東部四町域住民

意図
（どのような状態
にするために）

健康保護及び生活環境を保全するため

手段
（どうするのか）

公共用水域の常時監視等を行う

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 水質・土壌対策費（東部四町） 予算事業コード 01-04-01-06-02-07

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

湖山池中央部のＣＯＤ 5.5ｍｇ 5.5ｍｇ

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①公共用水域の常時監 
視 
②事業場への立入

①公共用水域の常時監視
②事業場への立入

①公共用水域の常時監視
②事業場への立入

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①公共用水域の常時監 
視 
②事業場への立入件数 
　　１６件

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 7,463 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 8,912 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 5,885

人件費　Ｂ 0 0 1,449 0 0

0 0

一般財源 0 0 1,578 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

水質汚濁防止法第２２条に基づく事業場立入件数

件
目標 0 0 16 16 13

実績 0 0 16 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成30年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084

【１０次総の施策体系】4204

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２２６（環０１８）

【事業の概要】
　東部四町域の水質汚濁防止法・土壌汚染対策防止法等に基づく事務を行う。

【事業の成果】
　河川、湖沼及び地下水等の水質汚濁防止のため、公共用水域の常時監視・事業場の立入
検査を実施した。
　土壌汚染の状況を把握し、土壌汚染による健康被害の防止に努めた。

【今後の課題・方向性】
　今後とも法令等に基づき、住民の快適な生活を保持する取り組みを進めていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
水質汚濁防止法第２２条に基づく事業場立入件数

100%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよ
うな進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

中核市移行に伴い、東部四町域の事務委託を受け、同域の水質汚濁防止法・土壌汚染対策法等に基づく事務を行うこととなった。今後とも
法令等に基づき住民の快適な生活を保持する取り組みを進めていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

平成30年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 038300 重点施策 該当なし

事務事業名 騒音・振動・悪臭対策事業 所属名 市民生活部環境局　生活環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 　　　　　　　～

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり 騒音規制法、振動規制法、悪臭
防止法

施策 4204 環境保全活動の推進

事業分類区分 ソフト(義務)

　 0 0 運営方法 外部委託

対象
（何を、誰を）

市民

意図
（どのような状態
にするために）

市民の快適な生活を保持するため

手段
（どうするのか）

自動車騒音の常時監視、悪臭測定等を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 騒音・振動・悪臭対策費 予算事業コード 01-04-01-06-02-03

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

湖山池中央部のＣＯＤ 5.5ｍｇ 5.5ｍｇ

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①自動車騒音常時監視 ①自動車騒音常時監視 ①自動車騒音常時監視

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①自動車騒音常時監視 　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 2,484 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 8,278 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 0 0 5,794 0 0

0 0

一般財源 0 0 2,484 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 0.80

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

自動車騒音常時監視業務における対象区間数

区間
目標 0 0 20 22 20

実績 0 0 20 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成30年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084

【１０次総の施策体系】4204

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２２７（環０１９）

【事業の概要】
　市域の騒音規制法・振動規制法・悪臭防止法に基づく事務を行う。

【事業の成果】
　各公害防止関連法令に基づき、公害発生の監視及び未然防止に努めた。

【今後の課題・方向性】
　今後とも法令等に基づき、市民の快適な生活を保持する取り組みを進めていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
自動車騒音常時監視業務における対象区間数

100%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよ
うな進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

今後とも法令等に基づき、公害発生の監視及び未然防止に努め、市民の快適な生活を保持する取り組みを進めていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

平成30年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 038301 重点施策 該当なし

事務事業名 騒音・振動・悪臭対策事業（東部四町） 所属名 市民生活部環境局　生活環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成30年度　～　全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり 騒音規制法、振動規制法、悪臭
防止法

施策 4204 環境保全活動の推進

事業分類区分 ソフト(義務)

　 0 0 運営方法 外部委託

対象
（何を、誰を）

東部四町域住民

意図
（どのような状態
にするために）

市民の快適な生活を保持するため

手段
（どうするのか）

自動車騒音の常時監視、悪臭測定等を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 騒音・振動・悪臭対策費（東部四町） 予算事業コード 01-04-01-06-02-08

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

湖山池中央部のＣＯＤ 5.5ｍｇ 5.5ｍｇ

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①自動車騒音常時監視 ①自動車騒音常時監視 ①自動車騒音常時監視

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①自動車騒音常時監視 　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 918 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 2,367 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 918

人件費　Ｂ 0 0 1,449 0 0

0 0

一般財源 0 0 0 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

自動車騒音常時監視業務における対象区間数

区間
目標 0 0 5 2 5

実績 0 0 5 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成30年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084

【１０次総の施策体系】4204

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２２７（環０２０）

【事業の概要】
　東部四町域の騒音規制法・振動規制法・悪臭防止法に基づく事務を行う。

【事業の成果】
　各公害防止関連法令に基づき、公害発生の監視及び未然防止に努めた。

【今後の課題・方向性】
　今後とも法令等に基づき、住民の快適な生活を保持する取り組みを進めていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
自動車騒音常時監視業務における対象区間数

100%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよ
うな進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

中核市移行に伴い、東部四町域の事務委託を受け、同域の騒音規制法・振動規制法・悪臭防止法に基づく事務を行うこととなった。今後と
も法令等に基づき、公害発生の監視及び未然防止に努め、住民の快適な生活を保持する取り組みを進めていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

平成30年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 038400 重点施策 該当なし

事務事業名 大気汚染物質調査事業 所属名 市民生活部環境局　生活環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成30年度　～　全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり 大気汚染防止法

施策 4204 環境保全活動の推進

事業分類区分 ソフト(義務)

　 0 0 運営方法 外部委託

対象
（何を、誰を）

市民

意図
（どのような状態
にするために）

健康保護及び生活環境を保全するため

手段
（どうするのか）

大気汚染物質の常時監視及び事業場の行政検査を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 大気汚染物質調査事業費 予算事業コード 01-04-01-06-02-04

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

湖山池中央部のＣＯＤ 5.5ｍｇ 5.5ｍｇ

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①行政検査の実施 ①行政検査の実施 ①行政検査の実施

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①行政検査の対象事業 
場数　４件

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 9,024 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 16,267 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 0 0 7,243 0 0

0 0

一般財源 0 0 9,024 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

行政検査の対象事業場数

数
目標 0 0 3 3 3

実績 0 0 4 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成30年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

■ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084

【１０次総の施策体系】4204

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２２８（環０２１）

【事業の概要】
　大気汚染防止法に基づき、環境汚染の防止又はその除去等に関する施策を実施する。

【事業の成果】
　大気汚染防止法に基づき、大気汚染状況の常時監視等を行い、公害発生の未然防止に努
めた。

【今後の課題・方向性】
　今後とも法令等に基づき、市民の快適な生活を保持する取り組みを進めていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
行政検査の対象事業場数

133%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよ
うな進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

中核市移行に伴い、大気汚染防止法に基づく事務を行うこととなった。今後とも法令に基づき、大気汚染の常時監視及び事業場の行政検査
を行い、市民の快適な生活を保持する取り組みを進めていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

平成30年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 038500 重点施策 該当なし

事務事業名 環境汚染化学物質対策事業 所属名 市民生活部環境局　生活環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成30年度　～　全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり ダイオキシン類対策特別措置法

施策 4204 環境保全活動の推進

事業分類区分 ソフト(義務)

　 0 0 運営方法 外部委託

対象
（何を、誰を）

市民及び東部四町域住民

意図
（どのような状態
にするために）

健康保護及び生活環境を保全するため

手段
（どうするのか）

大気・水質・土壌のダイオキシン類による汚染状況の常時監視及び事業場の行政検査を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 環境汚染化学物質対策事業費 予算事業コード 01-04-01-06-02-05

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

湖山池中央部のＣＯＤ 5.5ｍｇ 5.5ｍｇ

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①行政検査の実施 ①行政検査の実施 ①行政検査の実施

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①行政検査の対象事業 
場数　　５件

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 4,752 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 11,995 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 794

人件費　Ｂ 0 0 7,243 0 0

0 0

一般財源 0 0 3,958 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

行政検査の対象事業場数

数
目標 0 0 3 3 3

実績 0 0 5 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成30年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084

【１０次総の施策体系】4204

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２２８（環０２２）

【事業の概要】
　ダイオキシン類対策特別措置法に基づく事務を行う。

【事業の成果】
　大気・水質・土壌のダイオキシン類による汚染状況について常時監視を行い、公害発生
の監視及び未然防止に努めた。

【今後の課題・方向性】
　今後とも法令等に基づき、市民の快適な生活を保持する取り組みを進めていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
行政検査の対象事業場数

167%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよ
うな進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

中核市移行に伴い、ダイオキシン類対策特別措置法に基づく事務を行うこととなった。今後とも法令に基づき、大気・水質・土壌のダイオ
キシン類による汚染状況の常時監視及び事業場の行政検査を行い、市民の快適な生活を保持する取り組みを進めていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）


